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１はじめに
消費者契約でのトラブルを回避するためには，事業者は商品やサービスに
関する』情報を十分に提供すべきであるし，また消費者はその情報を積極的に
入手し，その内容確認を十分に行う必要がある。また，現在のように多様化
された社会の中では，次々に新しい商品やサービスが開発され，消費者が新
しい情報を素早くかつ正確に手に入れることが要求される。
ところが，2000年に成立した消費者契約法では'情報提供義務が努力義務と
され（同法３条１項)，また消費者契約の取消しができる場合を消費者が
｢誤認」または「困惑」して意思表示をした場合に限定した。消費者保護の
視点からみれば，このような消費者契約法の内容は極めて不十分といわざる
（１）
を得ない。この法律が立法される前の国民生活審議会の議論では，事業者カゴ
契約の重要事項に関する情報を提供しなかった場合には，意思表示を取り消
すことができるようにすべきである，あるいは少なくとも事業者の情報提供
義務を規定すべきであるとの主張があった。しかし事業者団体等の反対によ
（２）
り，結局，現行の規定のように，）情報提供努力義務となっﾌﾟi二゜
本稿では，消費者契約，特に消費者契約法における説明義務，‘情報提供義
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務について，わが国の消費者契約を巡る裁判例や諸外国の例を参考にして，
その問題点を探りたい。
（１）消費者契約法に関する論文には，従来より優れた研究がなされてきている。
立法段階のものとして，『消費者契約法一立法への課題」別冊NBL54号（1999年)，
私法第62号（日本私法学会，2000年）等が，また同法が制定された後のものとし
て，経済企画庁国民生活局消費者契約法施行準備室『｢消費者契約法」の概要』
NBL691号（2000年)，加賀山茂「消費者契約法の実効性確保と今後の課題」法セ
549号（2000年)，日本弁護士連合会消費者問題対策委員会編『コンメンタール消
費者契約法』（商事法務研究会，2001年)，内閣府国民生活局消費者企画課編『逐
条解説消費者契約法（補訂版)』（商事法務研究会，2003年)，落合誠一『消費者契
約法』（有斐閣，2001年)，後藤巻則『消費者契約の法理論」（弘文堂，2002年)，
『消費者契約における不当条項の実態分析』別冊NBL54号（商事法務研究会，２００４
年)，日本弁護士連合会編『消費社法講義』（日本評論社，2004年)，潮見佳男「契
約法理の現代化」（有斐閣，2004年）等がある。拙稿「消費者契約法の概要と課
題」斎藤靜敬先生古稀祝賀記念『刑事法学の現代的展開」497頁以下。また，消費
者契約における説明義務，情報提供義務を扱ったものとして，小粥太郎「説明義
務違反による不法行為と民法理論（上）（下)」ジュリ1087号118頁以下，1088号９１
頁以下（1996年)，同「説明義務違反による損害賠償」自由と正義（1996年10月号
３８頁以下，横山美夏「契約締結過程における情報提供義務」ジュリ1094号129頁以
下（1996年)，山田誠一「契約締結過程における情報提供義務」ジュリ1126号184
頁以下（1998年)，大村敦志『消費者法』８７頁以下，『説明義務，情報提供義務を
めぐる判例と理論』判夕1178号（2005年）等が詳細である。なお，サービス契約
に関する説明義務についてついて，松本Ｉ恒雄「サービス契約の法理と課題」法教
181号65頁以下（1995年)，拙稿「サービス契約の多様化と消費者保護」早稲田法
学74巻３号（1999年）等参照。
（２）松本恒雄教授は，消費者契約法は，国民生活審議会が事業者と消費者のコン
センサスを図ったことから，法律の内容が妥協的なものとなったことを指摘され
ている（｢規制緩和時代と消費者契約法」法セ549号６頁以下（2000年)。
２裁判例にみられる説明義務，‘情報提供義務
裁判例においては，従来より消費者が契約をするにあたっての事業者側か
らの説明義務，,情報提供義務が問題とされている。特に金融取引，保険契約，
（３）
不動産取弓|，医療契約等での争いが極めて多い。消費者契約法においても，
消費者契約法における説明義務，情報提供義務（川端）１５５
これらの裁判例において問題とされている説明義務，情報提供義務が参考に
なるため，以下ではこれらの判例の主なものを概観したい。
①商品先物取引員の行った勧誘行為が先物取引の危険性に係わる説明義
務に違反するとした事例
商品先物取引は元本の保証がなく，かつ，価格のわずかな変動により多額
の損益を生じさせるものであって，投機性が極めて高いものであり，株式の
信用取引等と比較しても過当投機のなされる可能性が極めて高く，また先物
商品の価格変動は極めて複雑で，相場の仕組みを熟知し，豊富な`情報を有す
る専門家でも相場の動向の的確な予想は困難を伴うことが周知の事実であり，
商品取引員は，顧客に対して商品先物取引の危険性を言及し，商品先物取引
員は，顧客に対して商品取引所法はもとより取引所の定める受託契約準則等
自主規則基準を保護すべき注意義務を負う。また，商品取引員は，先物取引
は現物取引に比べハイリスク・ハイリターンの取引であることの説明をして
いないものであって，危険性の告知の不十分さと総合評価すると，先物取引
についての認識を誤らせる態様の勧誘方法であったと評価し得るとして説明
（４）
義務違反を認めた。
②商品先物取引員の行った勧誘行為に信義則上課されている説明義務に
違反する点があったものとして当該取引により損失を被った顧客の取引受託
業者に対する損害賠償が認容された事例
商品先物取引員には，先物取引の仕組みや危険性を顧客が的確に把握でき
るように十分な説明を行い，またその判断を誤らせるおそれのあるような判
（５）
断の提供は避けるという義務が信義且11上の義務として課されている。
③証券取引（ワラント取引）においてワラント購入の勧誘に際して，
明義務とともに，被勧誘者の理解の程度を見極め理解が得られなければ，
引をしないよう助言する義務を負うとされた事例
説
取
１５６
（６）
ワラント勧誘の説明義務の範囲について，ワラントの概要とともに，①ワ
ラントの価格は一般的に株価に比べその数倍の値動きがあること，②権利行
使期間を経過するとワラントは無価値になること，③ワラントが現実の取引
とは異なり購入資金とは別途の資金を出すことにより株式を引き受けること
ができる権利であり，権利行使期間内に株価が権利行使価格を上回る，もし
くはそうなると予測されることに価値をもつこと，④本件ワラント購入時に
おいて株価より権利行使価格が高いこと，の４点を顧客が理解できる程度に
説明すべきであり，その理解が得られなければワラント取引をしないよう助
（７）
言する義務を負うとしプピ。
④変額保険契約の勧誘および融資契約の締結につき説明義務違反があっ
たとして銀行および保険会社の不法行為責任が認められた事例
生命保険会社の担当者においては変額保険の仕組みを一応説明したものの，
それに続けて本件保険契約の締結を勧誘するに当たり，有利な計算書のみを
強調する一方，運用の如何によっては現実に損害を被らせるおそれがあるこ
とを，保険料，解約返戻金，融資による借入累計額等に即して具体的に説明
し，十分に納得させるまでには至らなかった。また説明のために用いたシュ
ミレーションの数値は，現実とは掛け離れた過大なものであり，いたずらに
顧客の相続税に対する不安を煽り，かつ本件契約による保険金の運用利回り
を過度に楽観視したものであるから保険会社の担当者の上記説明は明らかに
不十分なものであり，不法行為責任を免れない。さらに，銀行の担当者にお
いても保険会社担当者と共同して，顧客に対して本件融資契約を締結させる
に当たって，同契約による融資元利金の累積に伴い損害が発生，拡大する現
実の可能性について十分な説明を行わず，実際に損害が生じることはないも
のと誤信させたというべきものであるから，不法行為責任を免れないという
（８）
べきである。
⑤建築前のマンション売買交渉において売主が居室からの眺望について
消費者契約法における説明義務，情報提供義務（川端）１５７
した説明が建築完成後の状況と異なるときは，買主は契約を解除できるとし
た事例
未だ完成前のマンションの販売においては，購入希望者は現物を見ること
はできないから，売主は購入希望者に対し，その売買予定物の状況について，
その実物を見聞できたのと同程度にまで説明する義務があるというべきであ
る。そして，売主が説明したところが，その完成したマンションの状況と－
致せず，かつそのような状況があったとすれば，買主において契約を締結し
なかったと認められる場合には，買主はマンションの売買契約を解除するこ
ともでき，この場合には売主において，買主が契約が有効であると信頼した
（９）
ことによる損害の賠償をすべき義務ｶｺﾞあると解すべきである。
⑥建物建築の請負人が，その敷地に関する公法上の規制の有無を調査し
て注文者に説明する義務を怠ったとして，損害賠償責任が認められた事例
本件建物の建築確認申請等の手続は他の者が実務を担当することとなって
いたものの，請負人は建築確認の取得についても注文者に対し責任を負うこ
とを約したものであり，その責任の一環として，本件土地に関する公法上の
規制の有無を調査し，これを注文者に説明をする義務があるとし，本件では
この調査をしておらず，本件建物請負契約上の債務の履行を怠ったとした。
また，損害につき，経験則上，本件制限があることにより本件土地及び建物
がこのような制限のない不動産に比して需給関係上のいわゆる市場性減価を
（10）
被ることｶﾇ推認され，その程度は少なくとも１０パーセントを下らないとした。
⑦金融機関の従業員が顧客に対し融資を受けて宅地を購入するように勧
誘する際に当該宅地が接道要件を具備していないことを説明しなかったこと
が当該宅地を購入した顧客に対する不法行為を構成するものではないとされ
た事例
金融機関の従業員が融資契約を成立させる目的で顧客に対し土地を購入す
るように積極的に勧誘した結果，顧客が設道要件を具備していない土地を晴
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入した場合でも，当該従業員が設置要件具備を認識しながら殊更に顧客に知
らせなかった等，信義則上当該従業員の説明義務を公認する根拠となり得る
ような特段の事情がなく，当該土地が建物建築に法的支障の生ずる可能性の
乏しい物件であったなど判示された事情の下では，当該従業員が設道要件不
具備を説明しなかったことが法的義務違反，不法行為を構成するとはいえな
(11）
いｏ
⑧コンビニエンスストア加盟店の経営破綻につき，フランチャイズ契約
締結時におけるフランチャイザーの説明に説明義務違反があるとして，加盟
店の損害賠償請求が認容された事例
フランチャイズ契約を締結するに当たり，フランチャイザーは，フランチ
ャイジーになろうとする者に対してできるだけ正確な知識や情報を提供する
信義則上の義務，少なくとも不正確な知識や`情報を与えること等により契約
（12）
締結に関する判断を誤らせないよう注意する信義ﾛ11上の義務を負担している。
⑨ＡＭＶ（脳動脈奇形）の全摘手術を受けた患者に重大な障害が残った
ことについて，担当医師らに治療方法の選択等の落ち度は認められないが，
手術の危険性や必要性についての説明が不十分であったとして，慰謝料の支
払いを命じた事例
診療契約上，医師は，患者に対し，病状や今後の治療方針について，当該
患者（その者に判断能力がなければそれを補完すべき者）が十分理解でき，
かつそのような治療を受けるかどうかを決定することができるだけの情報を
提供する義務を負っており，患者の生命や今後の生活に大きな影響を及ぼす
（13）
ような重大な選択ｶｺﾞ迫られる場合には一層そうであるとした。
⑩乳癌手術に当たり，当時医療最高水準として未確立であった乳房温存
療法についても，それが少なからぬ医療機関において実施されているなどの
一定の条件を満たす場合においては，医師は知る範囲で説明すべき診療契約
消費者契約法における説明義務，情報提供義務（川端）１５９
上の義務があるとされた事例
乳癌の手術に当たり，当時医療水準として確立していた胸筋温存乳房切除
術を採用した医師は，未確立であった乳房温存療法が少なからぬ医療機関に
おいて実施されており，相当数の実施例があり，これを実施した医師の問で
は，積極的な評価もされ当該患者が乳房温存療法の適応である可能性があり，
かつ患者が乳房温存療法の自己への適応の有無，実施可能性について強い関
心を有していることを知った場合などにおいては，患者に対し，自分の知っ
ている範囲内で，乳房温存療法の内容，適応可能性やそれを受けた場合の利
害得失，乳房温存療法を実施している医療機関の名称や所在などを説明すべ
（14）
き義務力iある。
以上の判例からみられることは，消費者と事業者または専門家との情報・
交渉力格差に基づき説明義務，情報提供義務が問題とされていることが多い
という点である。
もとより，これらの裁判例における事例は特別法の機能する場面ではある
が，消費者契約法における`情報提供義務，説明義務を把握する上で示唆に富
む。
上記①－④の判例は，金融取引に関するものであるが，金融取引では，金
融商品が物理的存在ではないために，顧客が個々の金融商品がどのようなも
のを把握するのに極めて困難を伴う。また，金融商品は常に価格変動するも
のであるため，常に新しい情報が要求されるものである。このような点から
みて業者と顧客との間には知識，’情報収集能力，情報の分析能力等のおいて
重大な格差が存在する。このような点を背景にして先物取引，変額保険，ワ
ラント等の金融取引における被害が発生し多くの訴訟が提起されてきた。金
融取引においては顧客が具体的に理解できるように説明されいることが重要
である。
また⑤－⑦の不動産取引に関しては，不動産取引自体が多岐にわたるため，
不動産取引における説明義務の内容，範囲について一般的基準をたてること
は，きわめて困難である。裁判例における説明義務の存否についても，多角
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（15）
的な半I断ｶｺﾞ要求される。
さらに⑧のフランチャイズ契約に関しては，フランチャイザーの説明義務
は，フランチャイズ契約の締結段階において問題とされるものであるから，
その根拠の説明のために，「契約締結上の過失」の理論が用いられることが
多い。
フランチャイザーの説明義務の範囲はフランチャイジーの関心がどこにあ
ったかにより，差異を生ずるものである。多くの事例では，多くのフランチ
ャイジーが最も関心があると思われる将来の売上や利益の予想に関する説明
（16）
の是非ｶｺﾞ争われている。
⑨，⑩の医療契約においては，特に専門家としての責任が重視され説明義
務も重要なものとなってきたし，現在では医療契約に関して移しい訴訟，裁
判例がみられる。
（３）前掲判例タイムズ1178号40頁以下において，詳細な判例評釈がなされている。
（４）金沢地判平成10年11月６日，判タ1045号231頁以下。なお，商品先物取引員の
自主規制機関である日本先物取引協会が，自主規制として「受託業務に関する規
則」を定めており第４条において，「会員は，受託業務にあたっては，次のことを
行うとともに，法第136条の19に規定する書面の内容を説明することにより，先物
取引は投資者自身の判断で行うべきものであることについて，顧客の理解と認識
を得なければならない」とする。また，①勧誘目的の告知，②取引の仕組み及び
その投機的本質及び預託資金を超える損失が発生する可能性についての説明，③
取引意思の確認，④その他顧客の自己責任についての自覚を促すために情報提供
を会員に義務付けているもっとも，先物取引の説明にあたり，日本商品先物取引
協会が作成した『商品先物取引一委託のガイド』が利用されているのが実情であ
る。
（５）東京高判平成12年11月15日，判夕1053号145頁。
（６）ワラントは，新株引受権付社債のうちの新株弓|受権で，一定の期間（権利行
使期間）内に予め決められた金額（権利行使価格）を払い込むことにより株式を
取得することができる権利を表象する証券である。
（７）広島高判平成９年６月12日，判夕971号170頁。
（８）東京高判平成16年２月25日，判夕1197号45頁。
（９）大阪高判平成11年９月17日，判夕1051号286頁。
(10）東京高判平成14年４月24日，判時1796号91頁。
(11）最判平成15年11月７日，判夕1140号82頁，金判1189号４頁。
消費者契約法における説明義務，情報提供義務（川端）１６１
(12）千葉地判平成13年７月５日，判時1778号98頁。なお，フランチャイズ契約は，
商品，サービスの提供を目的とする一種の共同事業形態であり，本部であるフラ
ンチャイジーはシステムの開発に，また加盟店であるフランチャイジーは日常の
事業運営に，それぞれ特化するというフランチャイズ・システムを形成するため
の契約である。フランチャイズ契約の下では，システムのブランド価値を体現す
る商標の使用許諾，経営のノウハウの供与，および営業活動に対する継続的な指
導・援助の提供義務を負担し，フランチャイジーは，これらに対して，対価を支
払うとともに，統一的，一体的なシステムに従って営業する義務を負うものであ
る。
(13）東京地判平成８年６月21日，判時1796号91頁。
(14）最判平成15年11月７日，判時1769号56頁，判夕1079号198頁。
(15）なお，宅地建物取引業法では，第35条で宅地・建物の売買・賃貸・交換の契
約が成立するまでの間に，取引主任者に対して，取引をしようとする物件の内容
や取引内容に関する一定の重要事項を表示した書面を交付して説明しなければな
らないとするが，その私法上の効果について何ら規定されてはいない。もっとも，
同法31条では，宅地建物取引業者は，信義誠実を旨として業務の処理をしなけれ
ばならないと規定しており，また宅地建物取引業法が消費者の保護をも目的とし
ているところ等により，宅地建物取引業法違反により損害が発生した場合，民事
上の責任が発生するとする（山崎敏彦「不動産仲介業者の説明義務」リマークス
２７号27頁，前掲判夕1178号125頁以下)。
(16）大阪地判平成14年３月28曰，判夕1126号167頁，東京地判平成14年１月25日，
判時1794号70頁，判夕1138号141頁，前掲判タ1178号180頁（西口元評釈)。なお，
金井高志「フランチャイズ契約締結過程における紛争の判例分析（１）」９頁以下，
同「フランチャイズ契約裁判例の理論分析』（判例タイムズ社，2005年）において
は，フランチャイズの裁判例について詳細な分析をされている。
３外国における説明義務，’情報提供義務
アメリカでは，詐欺の要件を緩和した不実表示の法理，強迫の要件を緩和
した「不当威圧」の法理，とともに，契約締結過程において詐欺や錯誤等に
は該当しないが，非良心的とされる事’情があり，契約条項が不公正である場
合において契約の効力を否定する「非良心性」の法理が判例上認めれれてい
る。また，すべての州において不公正かつ欺臓的な行為，‘慣行から消費者を
（17）
保護する法律力x制定されている。
また，わが国の消費者契約法の立案にあたりなされた経済企画庁の立案担
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当者による緊急調査でのアメリカの内容報告は，わが国の消費者契約法に，
直接，間接に影響を与えたとされている。興味深い内容でもあり，ここでは
（18）
少し詳細にとりあげﾌﾟこい。
①詐欺，不実表示について「古典的に詐欺（fraud）は，虚偽の事実を
伝えての意図的な欺岡行為である。したがって，それは虚偽の事実を伝える
という積極的な行為を要し，かつ虚偽の事実をあえて伝えることにより相手
を欺目する意図を要する。これに対し，要件を緩和した不実表示による契約
の取り消しが認められている。その要件は，事実と異なる表示がなされたこ
と（assertionnotinaccordancewithfacts/falserepresentationasto
fast)，その表示行為が詐欺的であるかまたは重大であること（flaudulent
ormaterial）当事者がその表示を信頼して契約締結の意思表示をし（reli‐
ance)，その信頼が正当であること（justifiedreliance）である。欺岡の意
図を要しない点で詐欺と決定的に異なる。そのため不実表示者がだますつも
りがないばかりかたとえその表示が真実であると信じていた場合であっても
重大性の要件をみたすときには，不実表示は成立しうる。また重大ではなく
とも詐欺的つまり虚偽であることについて悪意か重大な過失があるとき（十
分な根拠もないのに事実だと断言するような場合）には不実表示が成立しう
る。
（19）
重大性については客観・主観の２つの基準ｶｺﾞある。すなわち，重大性は，
合理的な相手方であればそのような不実の表示がなければ契約を締結しなか
ったと認めれれう場合をいう（客観的通常人基準)。しかし，個別の当該相
手方にとって，そのような不実の表示がなければ契約を締結しなかっただろ
うと認められ，かつそのことを不実表示者が知っている場合にはやはり重大
性が認めれられる（主観的当該当事者基準)。
不実表示は事実についてのものであり，意見や予測は原則としてこれにあ
（20）
たらない。プこだし，何らかの信頼関係がある場合，当該契約の目的物につい
て特別の技能や判断力を一方当事者が有している場合，あるいは，相手方が
消費者契約法における説明義務，情報提供義務（川端）１６３
何らかの理由により不実表示によってだまされやすい状態にある場合には，
意見そしてそれに対する信頼もまた不実表示によって保護される。したがっ
て，消費者と事業者との間の契約においては，事業者が表明した意見につい
ても，不実表示が認められる余地が大きい｡」
－部だけを開示する場合や全く何もいわない沈黙・不開示の場合が不実の
（21）
表示になるかｶｺﾞ問題となる。たとえば，シロアリの巣くう建物であることを
売主が黙っていた場合，事実と異なる表示をしたといえるかが問題となる。
沈黙・不開示もまた，当事者に信頼関係があって開示が当然期待される場合
や，相手方が誤解していることが他方当事者に容易にわかる場合，あるいは，
いったん言明をしたが，それが後に虚偽であることを知った場合には，不実
表示行為に該当するとされる｡」（緊急調査17頁以下）
②強迫について
「相手方に脅威を与え契約を締結させるときには強迫を理由とする取消が
認められる。強迫の要件は，脅威が存在すること（threat)，不当な脅威で
あること（improperthreat)，その脅威の結果契約締結の意思表示がなさ
れること（inducementbythreat)，脅威が相手方が契約締結の意思表示を
しなければならない程度に十分重大であること（suffcientlygravethreat）
である。もともと強迫はかなり限定され，当事者や家族の生命・身体への危
険の脅しの場合に限られていたが，徐々に緩和され，財産に対する脅しを含
むとされ，さらには経済的利益に対する経済的威迫（economicduress）の
類型も認められるようになっている。不当性もまた，当初は違法な場合や不
法行為を構成するような場合に限定されていたが，現在では合法的な行為
(たとえば，告訴するとか，担保権を実行するとか）であっても不当性が認
められる。たとえば，契約上認められた解約権限を行使するということも，
それが別途利益を得るために用いられるときは不当な脅しとなる。
重大かどうかは，相手方がそれによって契約締結を余儀なくされるかどう
かだが，具体的な当該当事者が自由意思を奪われていることを要せず，他に
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合理的な選択の余地があったかどうかが問題とされ（reasonablealterna‐
tive)，それがなかったときには強迫が認められるに至っている。主観基準
と合理的代替措置との結果，重大性は，当事者の年齢や背景，両当事者の関
係，第三者による意見を聞く機会の存在などを含むすべての事情を考慮して
判断される。当該当事者にとって合理的な選択の余地があったかどうかが問
題だからである｡」
③不当威圧について「締結過程における働きかけが不当であっても，そ
れが，『重大な不当な脅威』を構成しないときには強迫にあたらない。不当
な説得の結果不公正な取引がなされたときにはたとえ強迫にあたらなくとも
取引の被害者を救済すべく，エクイティ上の制度として不当威圧の法理が展
開された。脅威の結果もたらされる恐怖（fear）ゆえの契約締結を中核とす
る強迫と異なり，不当威圧は，不当な説得に対し弱さや能力の不十分さゆえ
に影響を受けやすい者を，そのような説得をなしうる特別の地位にある者か
らの働きかけから保護することを目的としており，その要件は，当事者問の
特別の関係（specialrerationbetweenparties）と強者による弱者に対す
る不当な説得による契約締結（improperpersuationoftheweaknessby
thestronger）であり，その要件を満たすときには契約は取り消しうるもの
となる｡」
説得は『脅し」以上に締結過程で見られるだけに，何が『不当な」（improp‐
er）説得かが重要であるが，それは結局『不公正な』（unfair）説得であり，
公正な契約締結の問題とされる。しかし，何が公正かは事`情により，結局，
｢自由で十分な能力に基づいた意思決定や判断に対し重大な侵害があったか
どうか』が問題である。考慮要素には，独立した第三者のアドバイスを受け
る機会があったか，熟慮のための時間が十分に存在したか，弱者の耐性がど
うか等があげられる。これらと並ぶ重要な考慮要素の一つが，取引結果の不
均衡の存在である。したがって，ここでも内容の公正さが判断要素の１つに
組み入れられ，不当威圧の判断は締結過程と内容との総合判断という性格を
消費者契約法における説明義務，情報提供義務（川端）１６５
（22）
帯びている」（緊急調査19頁以下)。
イギリスでは，事実に関して誤った表示をして，これを信じて相手方が契
約を締結した場合には，その契約を取り消すことができ，この不実表示が故
意，過失に基づく場合には損害賠償が認められるという不実表示の法理が確
立している。この法理によれば，情報を提供しないことは，原則として不実
表示にあたらないとされるが，保険契約のような「最高信義契約」や，本人
と代理人，弁護士と依頼人，後見人と被後見人等の信頼関係がある場合には，
`情報提供義務が認められている。また，契約締結過程での非良心性的な事Ｉ情
を目的とする「非良心性」の法理や，脅迫の要件を緩和した不当威圧や経済
（23）
的強迫の法理ｶｺﾞ，表意者を不当な契約から保護している。
ドイツでは，契約締結過程において一方当事者の行為により相手方に損害
が発生した場合には，信義則に基づいて損害賠償義務，解除を認める「契約
締結上の過失」の理論が判例法上確立している。ドイツの約款規制法は，約
款が契約の構成部分となるためには，相手方に認識可能な方法により約款の
内容を知る機会を与えた上で，相手方がその適用に同意することを要求し
(普通取引約款規制法２条２項)，たとえ包括的な同意があったとしても，不
意打ち条項は契約の構成部分とならないとした（同法３条)。そして，２０００
年の改正後のドイツ民法361ａ条では，消費者契約法上の撤回権利を規定し
（24）
ている。2002年１月１曰から，債務法の現代化により，７肖費者法の多くが民
法に統合されることとなった。これらの約款規制法もその多くが民法典に統
合された。その結果，当事者の利益の調整を図る民法の本質からか，事業者
の情報提供義務とともにする形で，撤回に関して消費者には不利な変更がな
（25）
されている。また，形式的契約自由を基礎に置いた上で，意思表示・法律行
為に対する典型的な介入規定（とりわけ錯誤・詐欺・強迫規定）を置く民法
典の限界が露呈し，それが説明義務・`情報提供義務違反を理由とする契約締
結上の過失責任の拡大につながった。さらに，近時においては，信義則規定，
公序良俗規定を用いて私的自治・自己決定権保護手段を新たに定型化する試
みがされているとされる。交渉力の欠如を矯正する実質的正義の視点または
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自己決定権の保障に情報提供モデルーすなわち，契約締結の際の説明は，顧
客の知識水準を高め，融資のリスクを見えるようにするものであり，その結
果として，顧客は融資を受けた結果につき無制限に責任を負うことができ，
かつ責任を負わなければならないという見方一を基礎づける見解が中心とな
（26）
っている。
フランスでは，詐欺による意思表示の取消し（フランス民法1116条１項）
に関して判例が「詐欺的沈黙（reticencedolosive)」という観念に基づい
て，「詐欺は，契約の相手方が知っていたならば，契約を締結しなかったで
あろう事実をその相手方に隠す沈黙により成立しうる」とする。このような
意味での詐欺，すなわち沈黙による詐欺を認めた判決が多い。また，詐欺の
要件を緩和した判決も存在する。このような判例の動向を背景にして，フラ
ンス消費法典（1993年公布）は，「商品の売主または役務の提供者であるす
べての事業者は，契約締結前に，消費者が商品または役務の基本的な特徴に
ついて知ることができるようにしなければならないど」規定する（消費法典
（27）
Ｌ・１１１－１条)。
フランス法での情報提供義務は，知識や`情報において劣位の者が，契約に
ついて明確な認識をもったうえで契約締結の意思決定をなすことを確保する
ために，より多くの知識・’情報を有している相手方がその劣位の者に対して
契約の重要な事項について'情報を提供する義務があるとするものであり，知
識．情報において優位する者が虚偽の情報を与えたり重要な情報を与えない
という不誠実な行為態様を捉えて，従来の概念によれば，詐欺にも錯誤にも
該当しない領域につき詐欺，錯誤の双方を拡張し，被害者の救済を図った結
果として生じた概念である。フランスでの'情報提供義務は，契約締結段階に
ある当事者に一定事項の開示義務を負わせる点で，イギリスにおける信義契
（28）
約（contractsuberrimaefidei)」に類似する。
これら諸外国の例に見られるように，情報提供が不十分な場合に何らかの
形によって，取消権を認める国が多く，わが国においても大いに参考となる。
消費者契約法における説明義務，情報提供義務（川端）１６７
(17）非良心性の法理については，内田貴『契約の再生』３３頁以下（1990年)，大村
敦志「『非良心性』法理と契約正義」星野英一先生古稀祝賀・日本民法学の形成と
課題（上）507頁以下（有斐閣，1996年）［同『契約法から消費者法へ所収]，後藤
巻則・前掲書４頁以下等。
(18）経済企画庁委託「緊急調査」報告書にあらわれた国別報告。この国別報告は，
「諸外国における消費者契約法の影響とその対応に関する緊急調査」であり，アメ
リカ，Ｅｕイギリス，ドイツ，韓国について実施された。アメリカについては，
沖野眞已教授が担当されたものである。この点については，潮見佳男教授も指摘
されるところである（潮見・前掲書432頁以下)。
なお，ヨーロッパ各国の立法（1970年代）とＥＵ指令（1993年）との関係につ
いては，イギリス（1997年の特別法）では，その適用対象は約款による取引にも
消費者取引にも限定されるものではない。ドイツ（1976年の特別法〕ではその適
用の対象は約款による取引に限定され，消費者取引には限定されないものとする。
また，フランス（1978年の特別法）では消費者取引に限定されるが，約款による
取引には限定されないものとする。ＥＵ指令は，その適用対象を約款による取引か
つ消費者取引に限定するものである（大村敦志「生活民法入門暮らしを支える
法』東京大学出版会（2003年）139頁。またヨーロッパのの立法については，中村
民雄「消費者契約法とヨーロッパ法」ジュリ1200号141頁（2001年）以下において
詳細に分析されている。
(19）この点が消費者契約法検討委員会の議論である「説明義務の相手方となる消
費者は平均的消費者か，それとも当該具体的消費者かという点に対応するもので
ある（潮見・前掲書462頁以下)。
(20）消費者契約法の立法の過程において，断定的判断の提供の場合を重要事項の
説明義務違反と一体のものとして不実表示に類型化した点があげられる（潮見・
前掲書462頁)。なお，アメリカの不実表示については，会沢'垣「アメリカ契約法
から見た消費者契約法」ジュリ1200号131頁以下。
(21）消費者契約法検討委員会が，各種事業者団体に対して実施した項目に，作為
による不実告知，不作為による不告知があげられていたことに対応するものであ
る（潮見・前掲書462頁)。
(22）不当威圧は，エクイティーの裁判所において，不当な圧力による取引につい
ての救済を与えるために発展した法理である（樋口範雄『アメリカ契約法』181頁
以下（弘文堂，1994年)。
(23）不当威圧に関しては，及川光明「英法における不当威圧の法理の生成とその
態様」亜細亜法学１巻１号155頁以下（1996年)，同「イギリス契約法における不
当威圧の若干の動向」早稲田法学61巻３．４合併号171頁以下（1986年)，経済的
強迫については，及川光明「英米契約法における強迫理論の展開（－）亜細亜法
学10巻２号１頁以下（1976年)，吉田和夫「イギリス契約法における経済的強迫」
早稲田法学会誌37巻227頁（1987年)，笠井修「イギリス契約法における経済的強
迫の規制」帝京法学16巻１号207頁以下，イギリスにおける交渉力の不均衡法理に
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つき，笠井修「イギリス契約法における交渉力の不均衡法理の形成」一橋論叢８９
巻６号146頁以下（1983年)，後藤巻則・前掲書３頁以下等。また，イギリスでの
非良心性につき，及川光明「イギリス契約法における非良心性に関する－考察」
内田力蔵先生古稀記念・現代イギリス法189頁以下（成文堂，1979年)，同「イギ
リス契約法における非良心性に関する若干の動向」亜細亜法学14巻１号111頁以下
（1979年)，吉田和夫「イギリスにおける非良心的契約論」早稲田大学法研論集３９
号257頁以下（1986年）等。
(24）池田清治「消費者契約法とドイツ法」ジュリ1200号125頁（2001年)。
(25）ドイツ民法305条以下。契約を撤回した消費者が約定解除のときには負うこと
がない価格賠償義務を負うこととなった（ドイツ民法新357条３項１文)。青野博
之「消費者法の民法への統合一解除の効果と撤回の効果の比較を中心にして」岡
孝編・契約法における現代化の課題131頁以下（法政大学現代法研究所，2002年）
が詳細である。
(25）藤田寿夫「説明義務違反と法解釈方法論」神戸学院法学27巻１＝２号１頁以
下（1997年)，同「取引交渉過程上の法的責任」『椿寿夫教授古稀記念・現代取引
法の基礎的課題」（有斐閣，1999年）533頁以下。なお，ドイツにおける情報提供
義務に関しては，潮見佳男・前掲書142頁以下で詳細な研究がなされている。
(27）後藤巻則・前掲書４頁以下。なお，Ｌ・１１１－１条は，その義務の違反の効果
があった場合の効果に関する規定はない。したがって，民法の適用により詐欺，
錯誤による契約の無効，あるいは事業者の行為による損害賠償責任を求めること
になるが，この義務違反があるときには，詐欺，錯誤の立証が容易になるとされ
る（ミシェル・モロー「消費者保護とフランス契約法-1992年１月18日の法律の
寄与」〔吉田克己訳〕ジュリ1034号89頁)。
(28）フランスでの情報提供義務を扱うものとしては，柳本祐加子「フランスにお
ける情報提供義務に関する議論について」早稲田大学法研論集49号161頁以下
（1989年)，森田宏樹「『合意の瑁疵』の構造とその拡張理論（２）」NBL483号58頁，
（1991年)，横山美夏「契約締結過程における情報提供義務」ジュリ1094号128頁以
下，馬場圭太「フランス法における情報提供義務理論の生成と展開（１）（２）
完」早稲田法学73巻２号55頁以下（1997年)，野澤正充「フランス消費者契約法に
おける情報提供義務と濫用条項規制一ＥＵおよびフランスでの調査報告」立教法学
５３号205頁以下（1999年)，さらにフランスでの情報提供義務を扱うものについて
は，北川一郎「諸外国における消費者（保護）法（４）－フランス」消費者法講
座第１巻232頁以下（日本評論社，1984年)，須永醇「ジャック・ゲスタン『契約
における有用性と正義適合性』」法学志林82巻３＝４号128頁（1985年)，平野裕之
『製造物責任の理論と法解釈」６２頁以下（信山社，1990年〔初出〕1985年)，山口
康夫「フランスにおける消費者法の展開一フランス消費者立法の展開を中心とし
て」札幌法学２巻２号27頁，馬場圭太「説明義務違反と適用範囲の関係一フラン
スにおける情報提供義務・助言義務を参考に」早大法研論集77号189頁以下（1996
年)，後藤巻則・前掲書３頁以下のように優れた研究が多数ある。
消費者契約法における説明義務，情報提供義務（川端）１６９
４消費者契約法における説明義務，情報提供義務の
問題点
わが国の消費者契約での説明義務，情報提供義務は，1990年頃以前におい
ては，信義則を巡る議論の１つの場面として把握されるものであった。そし
て少なくとも，契約の交渉を中途で破棄した場合であっても，交渉当事者は
契約を締結するか否かの自由を有しているため，交渉にあたって投下した費
用は自己負担が原則であるというときや，契約締結上の過失を理由とする責
任は契約が有効に成立した場合にも認められることがあるというときに問題
にされる程度のものであった。しかし，今曰では，説明義務`情報提供義務は，
当事者の自己決定権に基礎をおくものとして捉えられるのがむしろ一般的と
（29）
なっている。
特に，このような変化については，平井宜雄教授は，「債権総論』の中で，
その初版では，「契約ないし法律関係によっては，その目的ないし趣旨を達
成するように協力する義務（フランス民法上のobligationdecollabora‐
tion）が承認されるべきである。たとえば，専門的職業に従事する者とそう
でない者（宅地建物取引業者と買主または借主・銀行と顧客・医師と患者・
弁護士と依頼者）との間の契約においては，当時者間に情報・ノウハウ等の
蓄積量ないし収集力において著しい格差があるから，この格差を是正し，対
等の立場に置くことが当該関係を規律する契約または法律の目的を達成し，
あるいは公平に適うと考えられれば，前者に情報提供・告知・説明義務が認
められるべきである」とされていた。しかし，後に，「(、）契約当事者間に
'情報の収集蓄積をする能力（大体において経済力の差に還元されるが）にお
いて著しい格差のある場合には，この格差を解消するための義務が認められ
るべきである。その根拠は，格差を解消してはじめて契約の自由の原則が実
質的に確保されるという点に求められるべきである。具体的には，説明（情
報提供・開示）・助言・指示・警告義務である。不動産の売買契約における
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業者の説明義務，店舗経営の知識や経営に乏しい者とフランチャイズ契約に
ついての説明義務，などがその例である。（iii）契約によっては債権者．債
務者に－種の協力義務（フランス民法上のobligationdecollaboration）
を認めるべきである。最高裁が契約の解釈として継続的取引契約において債
権者に目的物の引取義務を認めているのは，このような考え方のあらわれと
（30）
して評価できる」とされている。
市場原理に基づく自由競争に基づく形での選択自由，自己決定の自由とい
う考え方は，自由競争が十分に機能している場合に成り立つ考え方である。
しかし，市場が十分に機能していない場合には，市場に参加する者の選択の
自由，決定の自由という形を保障する措置を講ずる必要性が生まれる。市場
において十分な情報が市場参加者に提供されていないために，取引の当事者
間に情報の格差が生じている場合（情報格差）と，市場において取引当事者
間に交渉力の格差が生じているために，一方の当事者が，すなわち劣位の当
事者にとって自分に有利な条件を提示して交渉することができない（交渉力
格差）が存在する。この場合に市場参加者が自由な意思決定をすることがで
きるようにするものとして，重要な役割を果たす者が説明義務，，情報提供義
（31）
務ｶｺﾞ存在する。
消費者契約法における説明義務に関する規定には「`情報提供努力義務」
(３条）が存在する。また，関連して「不利益事実の不告知」（４条２項）の
（32）
規定ｶｺﾞ存在する。
まず，３条の努力義務に関する規定は義務違反によりどのような効果が付
与されるかが定められてはおらず，この規定による法的なサンクションは現
（33）
実Iこはほとんどないとされる。このような形の規定に至ったのは，従来から
の議論が取り込まれず，消費者契約法の立法作業において，特に消費者契約
（34）
法の説明義務は後退を余儀なくされるものとなってしまったとされる。つま
りかなり妥協した内容の説明義務に至ってしまったものである。また，仮に
法的サンクションを問うことがあった場合にも，その立証責任は消費者が負
うこととなる。さらに不利益事実の不告知に関しては４つの要件（利益の告
消費者契約法における説明義務，情報提供義務（川端）１７１
知，不利益事実の故意による不告知，消費者がその不利益となる当該事実が
存在しないとの誤認をすること，この誤認により当該消費者契約の申し込み
またはその承諾の意思表示をしたこと）が存在し，この４つの要件をすべて
（35）
'肖費者が立証責任を負うことになるとされる。
消費者契約法の立法の審議過程においては，説明義務の証明が問題とされ
ることはほとんどなかった。しかし，千葉恵美子教授は，事業者からの情報
提供が極めて限定されている場合には，この情報提供義務が尽くされていた
ならば，当該意思決定は避けることができたであろうという，いわゆる因果
関係の存在を立証することは容易であるかもしれないが，‘情報提供義務が事
業者に課されることになると’相対的には情報量が増加し，因果関係の証明
は消費者にはかえって困難となる可能性があるとされ，事業者の情報不開示
にコストをかけるというルールの設定も可能ではないかとされる。そして，
｢具体的には因果関係の存在を問題とすることなく，‘情報提供義務違反だけ
を要件として消費者に契約取消権を認め，かつ企業に情報提供義務違反があ
ると推定し，そうではない場合には，企業に逆に反証をさせるというルール
設計が考えられよう」と指摘される。消費者と事業者との間の情報．交渉力
（36）
格差に基づいた極めて有用な見解である。また，カロ賀山茂教授は，消費者契
約法が成立したことを受け，消費者契約法の実効性を確保するためには，説
明義務に限定されるものではないものの，消費者の証明責任を軽減する方法
（37）
を導入する必要性を}旨摘され，法律上の推定規定の設置を提Ⅱ目される。
現実的には，説明義務の問題は，その実効性において証明責任の問題とと
もに極めて重要な要素をなすものであることに留意しなければならない。
また，消費者契約法の立法に携わられた落合誠一教授は’「消費者契約法
の目的には，わが国の経済社会システムをより市場メカニズム重視の社会へ
転換させるための環境整備の一環としての意味も認められる｡政府は’２'世
紀におけるわが国の繁栄のためには市場メカニズムをより重視する社会経済
システムヘの大胆な転換が必要であるとして，そのための規制緩和を推進し
ている。市場メカニズムが十分機能するためには，自立した市場参加者間で
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自由な取引がなされなければならないから，消費者・事業者の自立．自由は，
今後大いに促進される必要がある。したがって，この意味において事業者の
みならず消費者にも自立が求められる。しかし，事業者と消費者を一般的に
比較した場合，情報力，交渉力に格差があるのは事実であり,それをそのま
ま放置すると，効率的な取引が市場においてなされない可能性が十分にある｡
したがって，市場メカニズムを十分に機能させるにはそうした格差是正の基
盤整備が必要となるが，消費者契約法は，そのための立法といえる。もちろ
ん消費者契約法のルールは，効率性の観点のみならず公正性の観点からも正
当性を有すべきものではあるが，行政監督官庁による事業者活動の広範囲な
介入を極力排除し，消費者・事業者の自立・自由を拡大するとの基本方針の
もとに意図的に民事ルールとして立法されたことは,本法が市場メカニズム
重視の社会への転換目的をもつことを示すものである｡」と主張され，消費
者契約法を「市場メカニズムを活用した規制緩和等の構造改革」の￣環であ
（38）
るとされ，「1肖費者と事業者の間の市場ルール」と位置付けられる。
説明義務，情報提供義務は，近年特に目覚ましい展開をしてきた議論であ
るが，金融取引，保険契約，不動産取引，医療契約と契約の内容は多岐に亙
るために，画一的に取り扱うことは妥当とはいえないであろう。殊に￣方の
（39）
当事者が専門家である場合には，なおさらである。専Pq家を「法律に基づい
て一定の資格がみとめられているのであり，契約の相手方である依頼者に対
し，特殊領域に関する高度な１情報を提供することを業とするものである」と
いう定義に当てはまる者とそうではない者，すなわち専門家の周辺にある者
とがあり，やはりこの面でも詳細な検討が必要であり，画一的に捉えること
（40）
(よ困難である。
しかし，現在のように多様な消費者契約が存在する現状を考えれば，わが
国の消費者契約法における「誤認」類型（同法４条１項・２項）は，詐欺,
錯誤に該当しないものを意思表示の暇疵として把握する点では，妥当である
（41）
とし､える。
そして，努力義務としての,情報提供義務の規定（同法３条）は，やはり不
消費者契約法における説明義務，情報提供義務（川端）１７３
十分なものではあるが，事業者の不適切な情報提供による誤認を理由とする
意思表示の取消が消費者に認められた点を考えると，この違反による具体的
（42）
な効果は，民法に求められるべきものであるとすべきである。なお，金融商
品販売法では，金融商品販売業者に損害賠償の効果を伴う説明義務が課され
ている（同法３条，４条)。これは，顧客と販売業者との間の知識，情報，
交渉力格差や金融商品の専門性，すなわち金融商品のリスクは，顧客が一見
して理解することが困難であることによるもので，既にlこ判例によって認め
（43）
られて来た説明義務を明確化かつ類型化したものである。１肖費者契約法にお
いても，事業者と消費者との間には知識，情報，交渉力格差があり，消費者
は事業者による判断に影響を受けやすいという消費者の事業者に対する依存
的な関係が，消費者が意思決定をする場合には大きな影響を受けることとな
(44）
る。消費者契約法においても'１青報力の構造的な格差に基づく実定法上の根拠
（45）（46）
となるものといえる。第一次国生審中間報告で示されていﾌﾟ《ﾆような事業者の
｢情報提供義務｣，「,情報提供義務違反」というように，事業者が消費者に情
報提供義務を負うべきとするのが妥当であろう。
(29）潮見佳男「説明義務・情報提供義務と自己決定」前掲判夕1178号７頁以下。
同『契約法理の現代化』391頁以下。1990年代以前には，説明義務は主に医療契約
において問題にされることが中心となっていた。
(30）平井宜雄『債権総論」４４頁以下（弘文堂，1985年)，４４頁以下および同『債権
総論』改訂版（第２版）1994年，５２頁以下。
(31）潮見佳男・前掲判夕1178号８頁，同．前掲書411頁以下。
(32）消費者契約法第３条は，「(第１項）事業者は消費者契約の条項を定めるに
当たっては，消費者の権利義務その他の消費者契約の内容が消費者にとって明確
かつ平易なものになるように配慮するとともに，消費者契約の締結について勧誘
をするに際しては，消費者の理解を深めるために，消費者の権利義務その他の消
費者契約の内容についての必要な情報を提供するように努めなければならない。
（第２項）消費者は，消費者契約を締結するに際しては，事業者から提供された情
報を活用し，消費者の権利義務その他の消費者契約の内容について理解するよう
に努めるものとする｡」とし，事業者および消費者双方の努力義務を規定する。こ
れは，事業者と消費者との間の情報・交渉力格差から，事業者と消費者との間で
締結された契約の紛争を回避するために事業者に情報提供努力義務が課せられた。
また，規制緩和撤廃後の自己責任に基づく市民社会では，消費者も契約の当事者
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としての責任を自覚し，その責任を果たさなければならないことから，消費者に
は，消費者契約の締結にあたり，事業者から提供された情報を活用し，消費者の
権利義務その他の消費者契約の内容について理解することが求められるとする
（前掲『逐条解説消費者契約法［補訂版]』５５頁-56頁)。
また，第４条第２項では「消費者は，事業者が消費者契約の締結について勧誘
するに際し，当該消費者に対してある重要事項又は当該重要事項に関連する事項
について当該消費者の利益となる旨を告げ，かつ，当該重要事項について当該消
費者の不利益となる事実（当該告知により当該事実が存在しないと消費者が通常
考えるべきものに限る｡）を故意に告げなかったことにより，当該事実が存在しな
いとの誤認をし，それによって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示
をしたときは，これを取り消すことができる。ただし，当該事業者が当該消費者
に対し当該事実を告げようとしたにもかかわらず，当該消費者がこれを拒んだと
きは，この限りではない｡」と規定する（同書66頁)。
(33）落合誠一・前掲書67-68頁（2001年)。
(34）松本恒雄「規制緩和時代と消費者保護」法学セミナー549号７頁（2000年)。
(35）落合誠一・前掲書81頁。馬場圭太「説明義務と証明責任」前掲判例タイムズ
1178号27頁。
(36）千葉恵美子「消費者法」法律時報70巻10号（1998年）１７頁。
(37）加賀山茂「消費者契約法の実効性確保策と今後の展望」法学セミナー549号４９
頁（2000年)。また，立法段階ではあるが，沖野眞已教授は，説明義務の証明に限
らず，その「要綱試案」私案」では，民法上の詐欺における故意の証明の困難を
回避するために，‘情報提供義務違反に基づく契約取消の規定（２－２－１条）に
おいて，故意ないし重過失の証明責任を事業者側に転換される（沖野眞已「『消費
者契約法（仮称)』の－検討（１）」NBL652号９頁（2000年)。
(38）落合誠一「消費者契約法の目的と概要」銀行法務21-578号28頁以下。
(39）川井健「『専門家の責任』と判例法の発展」111井健編『専門家の責任』（日本
評論社，2003年）４頁。
(40）111井健「専門家責任の意義と課題」川井健＝塩崎勤編「新・裁判実務体系
（８）専門家責任訴訟法（青林書院，2004年)』６頁以下，鎌田薫「専門家責任の
基本的構造」山田卓生編集代表「新・現代損害賠償法講座（３）」（日本評論社，
1997年）298頁以下。川上正二「『専門家の責任』と契約理論」法時67巻２号
（1994年)，横山美夏「説明義務と専門性」前掲・判夕1178号18頁以下。
(41）大村敦志「意思表示一消費者契約法をめぐって」法教259号42頁は，わが国の
消費者契約法は，詐欺，錯誤の中間領域を作り出したものと言ってもよいとされ
る。なお，後藤巻則・前掲書73頁以下。
(42）横山美夏「消費者契約法における情報提供モデル」民商123巻４．５号89頁。
なお横山教授は，情報提供義務の存否は欺岡行為の違法性の問題であるとされる
（横山・前掲ジユリ1094号134頁)。
(43）牧田宗孝「金融商品の販売等に関する法律の概要」商事1562号15頁（2000年)，
消費者契約法における説明義務，情報提供義務（川端）１７５
千葉恵美子「金融取引における契約締結過程の適正化ルールの構造と理論的課題」
金法1644号43頁（2002年)。横山前掲判タ1178号19頁以下。
(44）消費者が消費者契約を締結するにあたって，事業者の不適切な動機付や影響
力の行使により，意思形成が正当になされないままに消費者が契約の申し込みや
承諾を行うという問題点もある（前掲『逐条解説消費者契約法」３６頁)。
(45）道垣内弘人「消費者契約と情報提供義務」ジュリ1200号（1999年）５０頁。
(46）経済企画庁国民生活局消費行政第一課編『消費者契約法（仮称）の具体的内
容について』１６頁（大蔵省印刷局，1998年)，同編『消費者契約法（仮称）の制定
に向けて』２９頁（大蔵省印刷局，1998年)。
５おわりに
消費者契約法では，消費者を抽象的な「人」から脱却して，知識，情報，
（47）
交渉力において圧倒的に劣位に立つ'肖費者として把握するものである。しか
し，この側面から考えると，４．において指摘したように，消費者は一般的
には事業者からの情報，動機づけにより契約の締結をしがちである。消費者
契約において，このような消費者の保護を図ることは極めて重要な要素とな
る。
2006年の消費者契約法の改正では，従来から指摘されてきたように消費者
団体訴訟制度一被害者に代わり，あるいは消費者全体の利益のために，公益
的な立場にある消費者団体に対して訴訟をする権利を認める制度一が導入さ
れ2007年６月より実施されることとなり，消費者保護の観点から極めて重要
な改正がなされた。この点は消費者の保護という視点からみて非常に有用な
（48）
帝'１度といえる。
現在のような規制緩和が進行した時代の消費者の自己決定権ないしは自己
責任に基づく意思決定という変容がみられる場合においても，消費者契約に
おいては，やはり消費者の保護が図られるべきであり，事業者と消費者との
間の知識・情報・交渉力格差を解消するため|この手段である説明義務，情報
提供義務は極めて有効な手段である。消費者が十分かつ正確な』情報に基づい
て自らの意思によって契約を締結することができるような状況が作出される
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ことが重要である。だからこそ，なお一層の事業者の消費者に対する説明義
務，情報提供義務が要求されるのではなかろうか。したがって，現行の消費
者契約法の規定する事業者の情報提供努力義務では不十分であって，積極的
な形での情報提供義務とするべきである。
(47）「消費者」の概念については，星野英一「私法における人間」『民法論集第６
巻』，大村敦志「消費者・消費者契約の特性」NBL475-478号，同「消費者法（第
２版）（有斐閣，2003年）１８頁以下，来生新「消費者主権と消費者保護」『消費生
活と法」岩波講座現代の法13巻281頁が詳しい。
(48）なお，消費者団体訴訟に関して消費者契約法改正後には，宗田貴行『団体訴
訟の新展開』（慶應義塾大学出版会，2006年)，『消費者団体訴訟制度の創設」（ジ
ュリ1320号２頁以下，2006年）において詳細な検討が行われている。
